



























であ り、他地域への移出は綿糸1担 当た り、威豊八(1858)年の輸出入税率5%に 相当する
「正税」0.7両の納付のみで済むことにな り、一方輸入品は、0.7両に加え、藍金に代替 して子










その際、実例がどのように展開 していったのかを追 うことを 目的とする。
()は 筆者註、〔 〕 は原史料註。
(1)清末の 「保護政策」の端緒
①税務処の設置










ことを納めた。3)ただし、海関内部の関係す なわち総税務司 と各 口税務司および各口税務司
とその関員との関係は変更無かったが、総税務司は外務部に直接、公文を送ることが出来なく
なり、戸部、外務部の双方と関係を持つ税務処を通 して文書の交換をすることになったのであ






る確実なる財源を要する」ためであるとして、のちに、「洋関(海 関)を 監督下に置 くべ く」
設置された税務処は、「地方政府に対する中央集権的財政機構の確立を主たる目的 としていた」
としている。6)








する準備を行な うなど、外務部、税務処は利権回収の企画を着 々とすすめていた ようであ
る。7)
のちの税務処も含めその意義については、中国の関税制度の沿革に於いて一画期をなすもの
とする見方 と、8)その設置は 「利権回収運動 ノー余波 ノミ、現今ハ唯総税務司 ト外交部財政















統一的に従価1割 の 「離廠税」(工場出荷税)を 課す、 とした。11)
この課税率は衝撃的であ り、1895、96年当時、 日本では紡績、紡織会社を中国に進出させよ
うという計画があったが、計画が瓦解した直接の理由は、「清国側の製造品課税の動 き」であ
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らなかった。このときの張之洞は、税収の問題より中国の実業振興を保護することを理由に、
反対を主張 していた。上海織布局以来、ようや く 「萌芽」の段階にいたった華商の機器製造工




製品は一種の 「廠貨税」(工場製品税)を 納め、その額は輸入税の2倍 すなわち従価1割 の統
一的税額で内地通過税に代えるとの規定が含まれた(第8条 第9節)。 しか し同条の関税 の条
項が列国の承認を得られなかったため、条約は効力を発揮できなかった。
このため中国政府は臨時の措置 として、(一)紡 績会社 の綿 糸綿布 に対 しては、威豊八
(1858)年の税率表に従 って正税を課 し(物価の上昇等により清末、実質5分 以下 となる)、
以後一切の内地税を免除 し、(一)その他の工場の綿糸布および雑貨に対 しては、従価5分 税
を課 し、以後一切の内地税を免除する等をさだめた。15)
また史料によれば、1908年10月24日付けで、税務処は、「内地製造品」にたいし輸入税 の2
倍を賦課 して 「内地の工業を根絶せんこと」は 「不当な り」とし、「機械を以て製造せられた
る外国風の貨物は、之を他港に輸出する場合に臨み、単に輸出税として五分を支払へば、到着
港に於て従前賦課 し来 りたる半税を廃止 し、之を内地に搬入する場合には、藍掲其他一切の内
地税を免除すべ し」と決定 し、各海関に通牒 した。16)
さらに、光緒末年(1905年前後)よ り中国では 「利権回収熱」が勃興 した。上記の状況につ
いて、当時 日本側の史料は、「清国政府ハ徴税政策ノ上二於テ明白二保護主義」をとったとみ
なしている。「国内産業保護 ノ為メニ、内国生産品二対シテ、別 二消費税 ヲ課セス。唯貨物ノ
原産地ヲ離ルNヤ 、最初ノ鋤関旧来ノ税関又ハ藍金局二於テ五分ノ従価税ヲ課スル外、内地二
於テ其輸送二際シ何等通過税及 ヒ藍金ヲ賦課スル所ナキニ」(筆者断句)、これに対 し外国輸入













司に関 し 「祇完正税一道」を許可 した 「成案」(前例)に 依拠 して、同様に処置 させた。その
際、「将来中英新約第八条第九節」が施行 されれば 「出廠税」(工場製品出荷税)に 改めると、














商は、「火油発動織機」を用いて織出してお り当然、機器製造貨物であ り、搬出す る第一子口
(「関辛」)(関所)で 「価格の5分徴税にそって正税一道を納税する」ほかは、「沿途の関所」
では脱税等の不正のないかぎりそのまま放免 し、それ以上は 「税藍」を徴収 しないことを許可
した。定例の付加条項ではあろうが、ここでも 「中英新約第八款」が将来施行されれば、その








も事は同じであるから 「成案」に照らして措置するよう回答 している。そ してここでも、将来、
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「中英新約第八款」が施行されればその第九節によって 「出廠税章程」に依拠 して処置すると
の一項を常套句として加えている。22)
ここで先例 となった 金陵公茂廠は、『商務官報』以外に資料を求めれば、さらに遡 って商
部設置以前の申請事例に出現する。光緒二十八年、鄭宜元らが金陵に公茂廠を設立 し石鹸等を
製造 した。「(李鴻章の)織布局の旧例にのっとって、正税一道を納付すれば、それ以外すべて
免税された」。ここでは、いきつ くところ、李鴻章 の機器織布局の課税方法が踏襲 されている
ことが明らかになる。ついで光緒二十九年、蕪湖の鴻昌肥皇公司が、「公茂の例の援用」を申






である。24)また、絹織物とみ られ る 「様綱」についてであるが、杭州の呉恩元は揚華織綱公






ことは注 目に値する。事例を列挙するのみでは、事柄を定式化できない。 しか し、この時点で



















改めて統一 した方法を取ると記載 しているが、中英商約はす ぐには施行されがたい。かつ機製
麺粉は本来、暫行税である。免税期限を決め、満期以後はもとどお り徴税できるようはからっ
ていたただきたい。」














が無税であるのに対 し、華麺は断 じて納税を開始 しがたい。どうか洋商の免税と同一期限に し、
逐年手続きをする手間を除いていただきたい。……洋麺を一 日免税にすれば華麺も一 日徴税を


















税掲(税 金)を 免除する件があ り、「吉林実習工廠成案」を援用することを決定 した。 このた










らば、当地での小売 りは税藍を免除 し、他所へ運送販売する場合はr機 器彷造洋貨辮法』に照
らして、第一関で正税一道を納付させ沿途は重ねては徴税 しない。華式の物品はなお土貨徴収
通例に照 らして処理する。」との認可を受けていたのである。ただこの方式は、税務処編纂の





















ところで清末、北洋を中心として手織 りの綿布(土 布)の 改良が重ねられていた。この問題
はかつて拙稿で叙述 したので、簡単に触れるにとどめる。天津、高陽、北京等を中心に工芸局
とよばれる官立の工場、のちには民間の小規模の織布工廠が、鉄輪を組み合わせた足踏機を導
入 し、外国綿糸を混織 して広幅で均質な洋布模倣綿布すなわち 「愛国布」の製出に成功 してい
た。光緒三十一(1905)年前後のことである。33)
当時高陽一帯では、楊木森らが資本1万 元程度の鉄輪紡織廠や鉄輪織布工廠を設立 していた。
そ して高陽商会は、製出す る 「土布、斜紋土布」等の納税額 の指示を仰いだが、税務処は、
「天津抄関の徴税章程」によって決定すべきことをもって回答の基本とした。綿布のなかには
「寛二尺二寸」の、すなわち洋布の布幅に匹敵するものがあ り、また 「斜紋土布」(ジーン、
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このような発展を背景 として1915年3月から4月 にかけて、「天津民立衆工廠商人」は天津
商務総会を通 し、天津鋤関管理の華善らとつぎのような交渉の経過をみた。
民国元年、海関が則例を査定 したところによれば、「愛国布」は 「中国土布」 と性質が同じ
く、土布旧例によって百斤30両ごとに正税1.5両(5分に相当する)を徴収する。ただ 「愛国
布」は確かに 「彷造洋式貨物」であるので、かつて、織布業者らは鋤関に申請 し、規定に照ら
して 「統税」(生産地において一回のみ徴収する税)で 徴収 し 「彷造税単」(洋貨模倣製品納税












国貨提唱のため、統税を徴収 し 「彷造税単」を発給 して商民の銀難を救ってもらいたいと、申
請 した。
これに対 し、天津鋤関管理華善は、もし 「機械製品模倣貨物」の場合は、正税一回の納税の
みで 「一律に重複徴収を免除されるとい う特別の利益」を享受でき、五分税のみでよい、 しか















路を拡大でき、そ うすれば国貨 も自ずと発達する」 と述べ、「機器彷造洋貨」 としての正税一
道のみの納税許可を求めていた。









・当該工場は工場の屋号、ブラン ド名を明細書に書き出」すように、とも指示 してお り、実
際の天津の工場数は、「百数十家」を上回ったともみ られる。36)
日本の業界もこの免税措置の経緯をつぎのように注視 していた。
「(従来は)販 路省外に及ばざりしを以て、工芸局(北 洋工芸総局)よ り直隷総督に申明し
運布の執照を付 して各処に運往するに方 り、一切の税藍を免除することを許 し保護奨励至らざ




























目的 とした。木機150台を有 し、 日々就業す る者は男工80余人、女工70～80人で、一部原料綿









なお中華民国とい う時期に注 目すれば、「国税」制定への指向が表面化 してくることも一つ
の特徴である。 紡績工場について、上海同昌紡紗廠が、江蘇都督、工商部、財政部を通 して
つぎのように申請 した。「光緒三十四年九月に開設 し機器を設置 して、現在一 日に二十余包の
粗、細棉紗を製出し成果が見られるようになった。(民国元年に至 り)r税関向例』(税関慣例)
すなわち、上海各紗廠が製出する棉紗が正税一回の納付のみを行い免状に記入すれば、以後各












また、光緒十七年といえば張之洞の機器織布局設立の翌年であ り、1担 ごとに正税7銭 とは、
李鴻章の工場の例にもとづき特典を得た課税額で、その税額が引き続き有効であること、すな









訳r中 国関税沿革史』北京、生活 ・読書 ・新知三聯書店、1958年、415-416頁。
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1987年;r歴史研究』1987年第3期 に掲載したものの改訂版。
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